雇用促進住宅の全廃計画の中止・撤回を求める署名（参考例）

衆議院議長　殿　　
参議院議長　殿

（取扱い団体）　　　　　　　　　

いま重大な経済危機のもとで、「派遣切り」をはじめ正規雇用にも及ぶ失業が住宅の喪失をもともない、国民生活はきわめて深刻な状態にあります。そのため政府は離職者向けに、すでに廃止決定された雇用促進住宅の提供に踏み切りましたが、それ自体は当然の積極的な対応です。

しかし、他方で政府はこの間に進めてきた、全国すべての雇用促進住宅を廃止するという方針を維持し、2021年度（平成33年度）までにはすべてを廃止する計画のもと、昨年4月までに半分以上の住宅を廃止決定し、その後若干の猶予期間を置いたとはいえ遅くとも来年11月末までには、十数万人の入居者を完全に退去させ全体の3分の1を廃止するとしています。

一方で住宅危機に救済の手を差しのべる政府が、他方、同じ手で国民を住宅から追い立てるという相矛盾した施策を行っていることにはまったく道理がなく、納得できません。

私たちはそのような折、舛添要一厚生労働大臣が佐々木憲昭衆院議員に対する国会答弁で、「閣議決定をふくめて、すべて見直す」と注目すべき考えを述べた（2009年2月25日予算委員会）ことを大いに歓迎するものです。

転居は直接的な出費のみならず家賃等住宅費用の高騰に直結しますし、高齢者あるいは就学期の子どもなど家族の関係でも入居者はそれぞれ多くの制約条件をかかえるため、新たな生活の本拠とすべき代替住宅の確保は容易ならざることです。また何よりもこんにち、入居者の相当数も職を失う不安にさらされており、無理な退去・移転を余儀なくされれば、新たな就業先を確保できずに生活破綻をきたし路頭に迷うことは必至です。それにもかかわらず今の廃止計画は一律に全入居者の退去を求めるという、たいへん非情なものです。とくに対象住宅のすべては集合型建築物ですから、取り壊し・更地化は一軒の例外もなく退去させられることが前提になります。

こんにちのきびしい経済状況のもとで国がそうした残酷な行為を強行することについて、多くの入居者に適用されることを自らが認める旧借地借家法に照らせばもちろん、定期借家法の立法上の前提からしても、入居者、国民を納得させうる事情はまったく見当たりません。

よって、私たちの暮らしに真の安心がもたらされる「見直し」を切に期待し請願する次第です。

記

一、 現時点で廃止決定されている住宅における退去手続きを中止し、新規入居、契約更新、再契約を再開・継続すること。

一、 今後の新たな廃止決定は行わず、住宅廃止の政府と雇用能力開発機構の方針を根本的に見直し、撤回すること。

一、 営繕等、現入居者の居住環境確保や、身体的弱者の低層階への移転希望などにも適切な配慮を払い必要な措置を講ずること。
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